
平成 16 年度

平成 32 年度

【局評価】 【財務局評価】

どのような課題や問題点があったか 財務局として、成果や課題などについて、どう考えたか

根拠法令等

局として、事業をどうしていきたいか

29年度予算で、どのように対応したか

千円

千円 千円

千円 千円

事業評価票

14
地域における見守り活動支援事業 事 業 開 始

（青少年・治安対策本部／一般会計） 事 業 終 期

１ どのような経緯で事業を始めたか、何を目指すのか ３ ５

○　都内の刑法犯認知件数は、平成14年に30万件超と
　戦後最悪の状況であった。これに対して、都は15年
　に東京都安全安心まちづくり条例を施行し、16年度
　から、地域団体による自主的な防犯活動を活性化さ
　せるため、商店街や町会・自治会等による防犯カメ
　ラの整備を支援する防犯設備整備補助事業を開始し
　た。

○　また、26年度からは、学校・家庭・地域が連携し
　て行う児童・生徒の見守り活動の体制を強化するこ
　とを目的に、区市町村による通学路への防犯カメラ
　の設置を支援する補助事業を開始した。

○　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に
　向け、こうした地域の見守り活動をさらに広げていく
　必要がある。

○　しかしながら、地域団体間の資金力の違いなどか
　ら、地域によって本事業の活用状況に偏りが生じてい
　る。

○　また、近年、都民の生活に密着した公園において
　も、死体遺棄事件のような安全安心に影響を及ぼす事
　件が起きるなど、新たな課題も発生している。

○　本事業の着実な実施により、地域の安全安心の醸成
　に寄与する等、一定の成果が得られている。

○　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に
　向けた地域の見守り活動の一層の推進や、都民の安全
　安心に影響を及ぼす新たな課題等に着実に対応してい
　くことも必要である。

拡大・充実 見直し・再構築 移管・終了 その他○　これまでに、希望するすべての団体に対し補助を
　行い、累計約１万台の防犯カメラの設置を補助し
　た。

○　平成27年度に実施した補助団体に対するアンケー
　ト調査では、６割を超える団体が防犯カメラの設置
　により「地域の治安が改善した」、「地域住民の防
　犯意識が向上した」と回答しており、地域の安全安
　心の醸成に大きく寄与している。

○　これら防犯設備整備補助事業を通じ、ソフト・ハ
　ード両面を併せた総合的な地域の安全対策を強化し
　てきた。

その他

○　一部経費を精査した上で、所要額を計上する。

歳
入

27年度決算額

東京都安全安心まちづくり条例

２ どのように取り組み、どのような成果があったか ４

－ 

○　地域団体が防犯カメラを設置する際の地域の負担を
　軽減することで、本事業の積極的な活用を促進し、都
　内全域の防犯力を加速度的に向上させていく。

○　併せて、区市町村立公園における防犯設備の支援を
　新たに実施し、公園における安全対策の強化と公園利
　用者の安心感の醸成を図っていく。

６

拡大・充実 見直し・再構築 移管・終了

29年度見積額 － 29年度見積額 790,523 千円

歳
出

27年度決算額 586,728 千円

28年度予算額 － 28年度予算額 790,635 千円

803,457 

歳入 29年度予算額 － 

歳出 29年度予算額


	様式12（カメラ）

